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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年度に係る主要

な経営指標等の推移については、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりま

せん。 

４ 平成17年７月27日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付をもって平成17年９月30日現在の株主に対し、１

株につき２株の割合で株式分割を行いました。これにより会社が発行する株式の総数は9,200,000株増加し、18,400,000株

となりました。なお、これに伴い、第９期の１株当たり当期純利益は、当該株式分割に伴う影響を加味し、当期首に株式分

割が行われたものとして記載しております。 

５ 従業員数は、就業人員であります。パートタイマーは含んでおりません。 

    ６ 平均臨時雇用者数については、第９期中から従業員数の１００分の１０以上となったため記載しております。 

    ７ 第１０期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 10,113,755 13,845,123 20,613,777 21,138,150 31,343,554

営業利益 (千円) 795,305 2,962,136 7,613,969 2,470,082 8,368,043

経常利益 (千円) 754,956 2,884,298 7,543,337 2,375,184 8,212,562

中間(当期)純利益 (千円) 490,109 1,690,118 4,445,710 1,410,495 4,849,829

持分法を適用した場合 
の投資利益又は投資損
失（△） 

(千円) 2,299 2,174 △818 2,801 202

資本金 (千円) 6,583,000 8,739,620 8,739,620 6,583,000 8,739,620

発行済株式総数 (株) 8,860,000 9,200,000 18,400,000 8,860,000 18,400,000

純資産額 (千円) 15,954,887 22,638,282 29,256,775 16,913,412 25,921,170

総資産額 (千円) 30,440,234 42,746,662 50,122,086 33,111,946 46,319,411

１株当たり純資産額 (円) 1,800.78 2,460.70 1,590.06 1,908.96 1,408.78

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 55.32 187.69 241.62 159.20 266.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 45 45 55

自己資本比率 (％) 52.4 53.0 58.4 51.1 56.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,542,614 488,049 4,311,256 3,585,723 4,405,320

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △444,841 △1,949,286 △3,631,925 △2,210,901 △7,688,892

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △661,184 3,498,489 △1,060,156 △1,057,790 3,117,374

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 880,357 2,800,316 220,318 761,476 599,610

従業員数 (名) 384           396 429 381 404
（外、平均臨時雇用者
数） 

(名) (-) (64) ( 63) (-) (62)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

(注) １．従業員数は就業人員であります。パートタイマーは含んでおりません。 

      ２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

      ３．臨時従業員には、パートタイマー、期間及び嘱託契約を含み、派遣社員を除いております。 

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 
429 (63) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景とした民間設備投資の好調や個人消費の緩やかな拡

大により内需が好調に推移する一方、米国を主体に世界経済も成長軌道を維持する中、円安の追い風もあり輸出も好

調を持続するなど、景気は概ね回復基調が継続しました。 

     当社事業につきましては、チタン事業、その他事業ともそれぞれの主力市場における需要が引き続き高水準で推

移しましたため、４月から立ち上げたスポンジチタンの能力増強設備も含めフル生産での販売対応を継続しまし

た。また主要製品の販売価格につきましても好調な需要を背景に前年契約に対して大幅に改善しました。一方、コ

スト面では、安定的にフル生産を続ける中で、全社的に生産性と製造諸元の改善に注力し、生産効率の向上による

コスト低減を実現しました。 

     この結果、当中間会計期間の業績につきましては、売上高は２０，６１３百万円（前年同期比 48.9%増）、経常

利益は７，５４３百万円（前年同期比 161.5%増）、中間純利益は４，４４５百万円（前年同期比 163.0%増）と大

幅な増収増益となりました。 

事業別の業績は次のとおりであります。 

＜チタン事業＞ 

国内展伸材向け需要が、アジア・中東における電力・化学・海水淡水化等のプラント物件向けや船舶用のプレート

熱交換器向け等を主体に好調を持続したことに加え、輸出においても民間航空機分野でチタン使用量の多い新型機の

受注が引き続き堅調に推移する等拡大基調が継続したことにより、スポンジチタンの需給は依然タイトな状況が続き

ました。      

このような状況を受け、当社は本年３月にスポンジチタン生産能力増強設備を完成させ年産２４，０００トン体制

を確立後、４月から新設備の即戦力化も含め全社を挙げて安定操業によるフル生産を確保することで客先の供給要請

に対応し販売量の大幅な増加を実現しました。また、販売価格につきましても好調な需要を背景に展伸材向けが国

内、輸出とも前年契約比約２割の大幅なアップとなったほか、鉄鋼添加用も需要が堅調で市場価格は高値圏で推移し

ました。 

この結果、チタン事業の売上高は、１６，１０５百万円（前年同期比 58.0%増）と大きく増加しました。 

＜その他事業＞ 

半導体関連製品では、デジタル家電や携帯電話、パソコン、自動車向け等の堅調な需要を背景に半導体需要が好

調を持続したため、多結晶シリコンや高純度チタンの販売が引き続き高水準で推移しました。半導体需要に加え太

陽電池用需要の急拡大により需給逼迫の状況が続いている多結晶シリコンは、販売価格も大幅に改善しました。な

お、多結晶シリコンについては、このような市場動向と顧客の強い供給要請を踏まえ、当社は本年４月に生産能力

を現行の年産９００トンから１，３００トンへと４４％増強する投資を決定し、現在計画通りに工事を進めており

ます。 

環境・エネルギー関連他製品では環境関連分野を主体に粉末チタンの販売が増加しました。 

この結果、その他事業の売上高は、４，５０７百万円（前年同期比 23.5%増）と大きく増加しました。 



    [参考] 事業別売上高                                     （単位：百万円） 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末と比べ３７９百万円減少し当

中間会計期間末には２２０百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４，３１１百万円と前年同期に比べ３，８２３百万円増加し

ました。これは、主として税引前中間純利益の大幅な増加によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△３，６３１百万円と前年同期に比べ１，６８２百万円減少

しました。この主な要因は本年３月に完成したスポンジチタン生産能力増強投資を主体とした設備投資の支払いが増加したこと

によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△１，０６０百万円と前年同期に比べ４，５５８百万円減少

しました。これは、前中間会計期間に実施した公募増資による株式発行収入が減少したこと、および増配により配当金の支出が

増加したことが主な要因であります。 

  

  

  

  

    前中間会計期間 当中間会計期間 増減率   前事業年度 

チタン事業 国   内 7,014 9,967 42.1%   15,814 

  輸   出 3,180 6,138 93.0%   8,001 

            計 10,194 16,105 58.0%   23,816 

その他事業 半導体関連 3,204 3,872 20.8%   6,616 

  環境・エネルギー関連他 445 635 42.7%   910 

            計 3,650 4,507 23.5%   7,526 

合   計 13,845 20,613 48.9%   31,343 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は販売価格によっております。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

生産高(千円) 前年同期比(％) 

チタン事業 16,419,634 67.5

その他事業 4,265,478 18.0

合計 20,685,112 54.2

区分 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

チタン事業 11,382,484 36.0 8,095,878 20.6

その他事業 4,656,084 27.3 2,213,682 24.0

合計 16,038,568 33.3 10,309,560 21.3



(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

  

(注) １ 最近２中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

２ 最近２中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

  

３ 最近２中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

販売高(千円) 前年同期比(％) 

チタン事業 16,105,961 58.0

その他事業 4,507,816 23.5

合計 20,613,777 48.9

区分 

前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

チタン事業 3,180,468 23.0 6,138,267 29.8

その他事業 369,155 2.6 351,923 1.7

合計 3,549,624 25.6 6,490,190 31.5

輸出先 前中間会計期間 当中間会計期間 

北米 78.0％ 73.6％

欧州 20.3％ 23.5％

その他 1.7％ 2.9％

合計 100.0％ 100.0％

相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

住友商事㈱ 5,347,241 38.6 9,166,112 44.5

神鋼商事㈱ 2,234,083 16.1 3,069,044 14.9

㈱ＳＵＭＣＯ 2,007,450 14.5 2,654,498 12.9



３ 【対処すべき課題】 

当社は、当社事業を巡る今後の中期的な需要環境の見通しを踏まえ、昨年２月に平成１７年度をスタートとする３

ヵ年の中期経営計画（平成１７～１９年度）を策定し、目標の達成により、一層の収益基盤の強化・充実と財務体質

の安定化を図ることとしております。 

＜中期経営計画の目標＞ 

① 質・量総合して「世界トップのスポンジチタンメーカー」の地位強化 

② 「チタン」「半導体関連製品」「環境・エネルギー関連製品」の３本柱による収益力強化 

③ 将来の経営基盤強化のための「研究開発投資の拡充」と安価なスポンジチタンを製造する「新製錬法の開発促

進」 

＜中期経営計画の進捗状況＞ 

当中間期は中期経営計画の２年目として前事業年度末（平成１８年３月）に確立した計画の最重要施策であるスポ

ンジチタン年産２４，０００トン体制を期初からフルに戦力化し、所期の増産目標を実現しました。 

また、前期に達成した多結晶シリコンの生産性向上を含めスポンジチタンの品質強化、設備投資、研究開発投資等

のその他の施策についても計画どおり進捗しております。 

なお、数値目標については、計画遂行の着実な成果と販売環境の改善により、初年度である前事業年度にほぼ達成

しております。 

  

＜中期経営計画の見直しについて＞ 

現中期経営計画（平成１７年～１９年度）策定後、需要の更なる拡大見込みと顧客からの供給量の増量要請を踏ま

え、当社は本年４月に多結晶シリコン生産能力増強投資を決定し、また今般新たにスポンジチタン生産能力増強投資

を決定しました。これら新たな施策により当初の中期経営計画の枠組みが大きく変わること、およびこれに伴い目標

とする業績数値も当初計画から大幅に向上すること等を勘案し、現中期経営計画を２年で切り上げ、新たに平成１９

年度をスタートとする新３ヵ年中期経営計画を平成１９年３月までに策定することとしております。 

  

  中期目標 平成１７年度 

  平成１９年度 実績 

売上高 ３００ 億円以上 ３１３ 億円 

経常利益 ７０ 億円 ８２ 億円 

総資産 ４２０ 億円 ４６３ 億円 

ＲＯＳ（売上高経常利益率） ２０ ％ ２６．２ ％ 

ＲＯＡ（総資産経常利益率） １６ ％ ２０．７ ％ 



 次期中期経営計画の重要施策となる当社の主力２製品、スポンジチタンと多結晶シリコンの生産能力増強投資の概要

は次のとおりです。 

 １．スポンジチタン生産能力増強投資 

  （１）増強生産能力 

      年産 ２４，０００トン→年産 ３４，０００トン（＋１０，０００トン） 

  （２） 投資額 ２７６億円 

  （３） 出荷開始時期 

第１期平成２１年１月 

第２期平成２１年７月 

  

２．多結晶シリコン生産能力増強投資 

  （１） 増強生産能力（半導体向け多結晶シリコン） 

      年産 ９００トン→年産 １，３００トン（＋４００トン） 

  （２） 投資額 ５４億円 

  （３） 出荷開始時期 

平成１９年７月 

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

〔 第１期 ２４，０００トン→３２，０００トン ＋８，０００トン 

第２期 ３２，０００トン→３４，０００トン ＋２，０００トン 〕 



５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、スポンジチタンおよび多結晶シリコン等の既存製造技術に関しましては、顧客満足度の向

上のため、高品質化対応およびコスト低減を目指し原料から製品までの全プロセスにわたり徹底した改善強化に努

め、業界トップの技術ポテンシャルを維持することにしております。また、環境、エネルギー関連の新製品開発にも

積極的に取り組み業容の拡大に努めることにしております。 

次世代のチタン製造技術の確立に向けた新製錬法の開発は、経済産業省の助成金プロジェクトとして２年目の開発

に取り組んでおります。 

 当中間会計期間の研究開発費は３１２百万円です。 

 また、事業別の研究開発活動は次の通りです。 

  

＜チタン事業＞ 

  スポンジチタン製造につきましては、塩化工程における技術改善による生産性向上、また電解・精製工程におけ

る設備開発、プロセス技術開発による省エネルギー化に取り組んでおります。 

新製錬法関係では、還元、分離および溶解工程について開発に取り組んでおります。 

なお、チタン事業の研究開発費は１４３百万円です。 

  

＜その他事業＞ 

  多結晶シリコン製造につきましては、還元工程の生産性および品質向上、また製品洗浄工程における技術改善に

よる環境負荷低減に取り組んでおります。 

新製品開発につきましては、四塩化チタンを利用した光触媒薄膜作製技術および可視光応答型光触媒の実用化に

向けた用途展開、量産化対応の技術開発を進めております。 

また、球状のチタン粉末（登録商標「タイロップ」）の焼結品（登録商標「タイポラス」）につきましては、標

準品販売の他、客先ニーズに沿った開発にも取り組んでおります。一酸化珪素につきましても、標準品販売の他、

焼結品製造技術を開発し、ハイバリア材としての用途開発にも取り組んでおります。 

なお、その他事業の研究開発費は１６９百万円です。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、完了及び重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

 なお、平成１８年１０月２７日開催の取締役会において「スポンジチタン生産能力増強計画」を決議いたしまし

た。この結果、平成２１年度には、スポンジチタン生産能力が、年産２４，０００トンから３４，０００トンになり

ます。 

 

  

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

（注）平成１８年７月２７日開催の取締役会決議により、平成１８年１０月１日付で１株を２株に株式分割したことに伴う定款変

更を行い、会社が発行する株式の総数は62,880,000株増加し、125,760,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

（注）平成１８年７月２７日開催の取締役会により、平成１８年１０月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。これにより

発行済株式数は18,400,000株増加し、36,800,000株となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)平成１８年１０月１日付で、平成１８年９月３０日（土曜日）（ただし、当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質上は

平成１８年９月２９日（金曜日））最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１株

につき２株の割合をもって分割しました。これにより発行済株式総数18,400,000株増加し、36,800,000株となっておりま

す。 

  

  

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 62,880,000

計 62,880,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,400,000 36,800,000
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 18,400,000 36,800,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 － 18,400,000 - 8,739,620 - 8,943,076



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５―33 4,400 23.91

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目10―26 4,400 23.91

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11 800 4.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 685 3.73

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 590 3.21

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 456 2.48

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社 東京支社） 

25  CABOT  SQUARE,CANARY  WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

238 1.30

シー エム ビー エル，エス エ
ー リ．ミュ－チャル ファンド 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

113 0.62

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（信託口） 

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 70 0.38

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 60 0.33

計 ― 11,815 64.22

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 579千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 387千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が200株含まれております。また、「議決権

の数」欄に当該名義書換失念株式の議決権２個を含めていません。 

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

   ２．□印は、株式分割（平成１８年１０月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式        200 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,392,400 183,922 ― 

単元未満株式 普通株式    7,400 ― ― 

発行済株式総数 18,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 183,922 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有 

株式数の割合(％)

住友チタニウム株式会社 兵庫県尼崎市東浜町１番地 200 ― 200 0.00

計   200 ― 200 0.00

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 23,170 22,810 19,540 19,090 24,900 
29,130
□14,070 

最低(円) 19,730 18,590 15,130 14,360 17,780 
23,100
□12,570 



３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

該当事項はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に

ついては、中央青山監査法人（現 みすず監査法人）により中間監査を受けており、当中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表については、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

     第９期中（個別） 中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

第10期中（個別） 監査法人トーマツ 

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,334,614   220,318 599,610   

２ 受取手形 ※２ 291,265   49,811 44,154   

３ 売掛金   9,678,714   14,857,301 12,098,329   

４ たな卸資産   4,188,456   5,902,492 5,165,065   

５ その他   1,894,269   674,581 742,790   

貸倒引当金   △10,000   △4,000 △11,000   

流動資産合計    17,377,320 40.7 21,700,506 43.3   18,638,951 40.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   3,219,492   3,448,517 3,155,691   

(2) 機械及び装置   8,916,887   11,805,247 11,525,604   

(3) 土地   8,453,662   8,453,662 8,453,662   

(4) その他   1,194,839 
  

996,338 666,918 
  

有形固定資産合計   21,784,882 51.0 24,703,764 49.3 23,801,876 51.4

２ 無形固定資産   138,177   0.3 114,180 0.2 127,723   0.3

３ 投資その他の資産   3,446,283   8.0 3,603,634 7.2 3,750,859   8.1

固定資産合計    25,369,342 59.3 28,421,579 56.7   27,680,460 59.8

資産合計    42,746,662 100.0 50,122,086 100.0   46,319,411 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※２ 755,604   1,137,679 774,573   

２ 買掛金   3,099,082   4,164,083 3,275,142   

３ 短期借入金   6,277,400   5,950,000 5,950,000   

４ 未払金   3,807,029   1,782,450 2,748,633   

５ 未払法人税等   -   2,983,425 3,072,991   

６ 賞与引当金   362,000   324,000 436,620   

７ その他 ※２ 2,683,386   1,449,737 1,032,538   

流動負債合計    16,984,501 39.7 17,791,376 35.5   17,290,498 37.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   2,000,000   1,900,000 1,950,000   

２ 退職給付引当金   1,012,734   1,055,384 1,030,589   

３ 役員退職給与引当金   91,748   - 109,460   

４ その他   19,396   118,550 17,693   

固定負債合計    3,123,878 7.3 3,073,934 6.1   3,107,742 6.7

負債合計    20,108,379 47.0 20,865,311 41.6   20,398,240 44.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    8,739,620 20.5 － －   8,739,620 18.9

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   8,943,076   － 8,943,076   

資本剰余金合計    8,943,076 20.9 － －   8,943,076 19.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   38,110   － 38,110   

２ 中間(当期) 
  未処分利益   4,698,249   － 7,857,960   

利益剰余金合計    4,736,359 11.1 － －   7,896,070 17.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    219,752 0.5 － －   345,039 0.8

Ⅴ 自己株式    △524 △0.0 － －   △2,635 △0.0

資本合計    22,638,282 53.0 － －   25,921,170 56.0

負債資本合計    42,746,662 100.0 － －   46,319,411 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    － － 8,739,620 17.4   － －

２ 資本剰余金          

資本準備金   －   8,943,076 －   

資本剰余金合計    － － 8,943,076 17.9   － －

３ 利益剰余金          

(1)利益準備金      38,110     

(2)その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   －   11,291,682 －   

利益剰余金合計    － － 11,329,792 22.6   － －

４ 自己株式    － － △3,908 △0.0   － －

株主資本合計    － － 29,008,579 57.9   － －

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    － － 249,145 0.5   － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － △949 △0.0   － －

評価・換算差額等 
合計    － － 248,195 0.5   － －

純資産合計    － － 29,256,775 58.4   － －

負債純資産合計    － － 50,122,086 100.0   － －

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    13,845,123 100.0 20,613,777 100.0   31,343,554 100.0

Ⅱ 売上原価    9,241,612 66.7 11,120,637 54.0   19,470,175 62.1

売上総利益    4,603,511 33.3 9,493,140 46.0   11,873,379 37.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,641,375 11.9 1,879,171 9.1   3,505,336 11.2

営業利益    2,962,136 21.4 7,613,969 36.9   8,368,043 26.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  41,931 0.3 46,771 0.2   85,300 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  119,769 0.9 117,403 0.5   240,781 0.8

経常利益    2,884,298 20.8 7,543,337 36.6   8,212,562 26.2

Ⅵ 特別利益    － － 7,000 0.0   － －

Ⅶ 特別損失    138,747 1.0 106,408 0.5   189,395 0.6

税引前中間(当期) 
純利益    2,745,550 19.8 7,443,929 36.1   8,023,166 25.6

法人税、住民税 
及び事業税   1,121,100   2,950,136 3,458,108   

法人税等調整額   △65,668 1,055,432 7.6 48,083 2,998,219 14.5 △284,771 3,173,336 10.1

中間(当期)純利益    1,690,118 12.2 4,445,710 21.6   4,849,829 15.5

前期繰越利益    3,008,130 －   3,008,130 

中間(当期) 
未処分利益    4,698,249 －   7,857,960 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 8,739,620 8,943,076 38,110 7,857,960 △2,635 25,576,131 

中間会計期間中の変動額             

  剰余金の配当（注） - - - △1,011,988 - △1,011,988 

  中間純利益 - - - 4,445,710 - 4,445,710 

 自己株式の取得 - - - - △1,273 △1,273 

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) - - - - - - 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) - - - 3,433,721 △1,273 3,432,448 

平成18年９月30日残高(千円) 8,739,620 8,943,076 38,110 11,291,682 △3,908 29,008,579 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 345,039 - 345,039 25,921,170 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注） - - - △1,011,988 

 中間純利益 - - - 4,445,710 

 自己株式の取得 - - - △1,273 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △95,893 △949 △96,843 △96,843 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △95,893 △949 △96,843 3,335,604 

平成18年９月30日残高(千円) 249,145 △949 248,195 29,256,775 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  2,745,550 7,443,929 8,023,166

２ 減価償却費  1,064,361 1,848,955 2,913,063

３ 貸倒引当金の増減(△)額  3,000 △7,000 4,000

４ 賞与引当金の増減(△)額  59,000 △112,620 133,620

５ 退職給付引当金の 
  増減(△)額 

 △8,896 24,795 8,958

６ 前払年金費用の増(△)減額  38,457 28,663 △10,220

７ 役員退職給与引当金の 
  増減(△)額 

 10,699 △109,460 28,411

８ 長期未払金の増加額  - 118,550 -

９ 受取利息及び受取配当金  △27,895 △28,686 △52,156

10 支払利息  41,317 36,064 72,260

11  為替差益  △1,587 △1,534 △4,331

12 ゴルフ会員権評価損  5,185 - 5,185

13 固定資産除却損  133,561 106,408 184,209

14 売上債権の増(△)減額  △2,739,906 △2,764,628 △4,912,410

15 たな卸資産の増(△)減額  △379,474 △737,426 △1,356,083

16 その他流動資産の 
  増(△)減額 

 △2,962 24,605 △97,209

17 仕入債務の増減(△)額  530,783 1,252,047 725,812

18 その他流動負債の 
  増減(△)額 

 37,152 50,294 100,164

19 未払消費税等の増減(△)額  △55,131 241,692 53,984

20 その他  56,086 100,069 138,619

小計  1,509,302 7,514,720 5,959,042

21 利息及び配当金の受取額  27,075 6,392 51,321

22 利息の支払額  △44,750 △30,665 △81,099

23 法人税等の支払額  △904,598 △3,099,911 △1,396,530

24 固定資産撤去による支出  △129,229 △92,389 △172,820

25 その他  30,249 13,109 45,406

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 488,049 4,311,256 4,405,320



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得による
支出 

 △1,894,969 △3,598,337 △7,457,563

２ その他  △54,317 △33,588 △231,329

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,949,286 △3,631,925 △7,688,892

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の返済による 
  支出 

 △500,000 - △500,000

２ 長期借入金による収入  500,000 - 500,000

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △396,200 △50,000 △773,600

４ 株式の発行による収入  4,312,696 - 4,312,696

５ 株式の発行に伴う支出  △19,885 - △19,885

６ 配当金の支払額  △397,596 △1,008,882 △399,200

７ 自己株式の取得による支出  △524 △1,273 △2,635

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,498,489 △1,060,156 3,117,374

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 1,587 1,534 4,331

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
（△）額 

 2,038,840 △379,291 △161,866

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 761,476 599,610 761,476

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 2,800,316 220,318 599,610

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

   ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算期末日の市

場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算期末日の市

場価格等に基づく時

価法 

   (評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定) 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

     同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  総平均法による低価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産の減価償

却の方法 

  定率法を採用しており

ます。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備は、除く)

について、定額法を採用

しております。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産の減価償

却の方法 

同左 

(1) 有形固定資産の減価償

却の方法 

同左 

  (2) 無形固定資産の減価償

却方法 

  定額法を採用しており

ます。 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

(2) 無形固定資産の減価償

却方法 

同左 

(2) 無形固定資産の減価償

却方法 

同左 

  (3) 長期前払費用の減価償

却方法 

  定額法を採用しており

ます。 

(3) 長期前払費用の減価償

却方法 

同左 

(3) 長期前払費用の減価償

却方法 

同左 

３ 繰延資産の処理方

法 

新株発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。 

新株発行費  新株発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与にあてるため、支

給予定額のうち当中間負

担額を見積計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与にあてるため、支

給予定額のうち当期負担

額を見積計上しておりま

す。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

  また、数理計算上の差

異は、発生時の翌年度か

ら従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(17年)による定額法によ

り費用処理しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上

しております。 

  数理計算上の差異は、

発生時の翌年度から従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(17年)に

よる定額法により費用処

理しております。 

  (4) 役員退職給与引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

引当計上しております。 

(4) 役員退職給与引当金 

従来、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりま

したが、平成１８年６月

に役員退職慰労金制度を

廃止し、廃止時の内規に

基づく要支給額を役員の

退任時に支給することと

しました。なお、当該支

給予定額１１８，５５０

千円は、固定負債のその

他（長期未払金）に計上

しております。 

(4) 役員退職給与引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を引当

計上しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

   為替予約 

   金利スワップ 

  ヘッジ対象 

   外貨建取引 

   支払利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  為替相場の変動による

リスクをヘッジするため

に為替予約取引を実施し

ております。実施にあた

っては実需に基づく取引

に限定し売買差益の獲得

等を目的とする投機的取

引は行わない方針であり

ます。また、借入金の金

利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  借入金の支払利息にか

かわる金利変動額と金利

スワップ取引の金利変動

額との累計を半期毎に比

較し有効性の評価をして

おります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヵ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しており

ます。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 これによる当中間会計期間の損益

に与える影響はありません。なお、

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は29,257,724千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」（前中間会計期間

260,633千円）については、負債及び資本の合計額の

百分の五を超えることとなりましたので当中間会計期

間より区分掲記しております。 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払法人税等」（前中間会計期

間1,174,786千円）については、負債及び純資産の合計

額の百分の五を超えることとなりましたので当中間会計

期間より区分掲記しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

15,687,012千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

19,109,946千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,435,436千円 

  

※２     ――― 

  

  

  

  

  

          

  

 ※２ 中間会計期間末日満期手形の

処理 

当中間会計期間末は休日であ

りますが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。 

 当中間会計期間末残高から除

かれている中間期間末日満期手

形は次のとおりであります。 

受取手形      4,186千円 

 支払手形     242,246千円 

  

※２     ――― 

  設備関係支払手形 52,522千円 

  

  

 ３ 消費税等の取扱 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動資産の

その他に含めて表示しておりま

す。 

 ３ 消費税等の取扱 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。 

  

３     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 24,335千円

受取配当金 3,560千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 22,887千円

受取配当金 5,799千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 47,633千円

受取配当金 4,523千円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 41,317千円

為替差損 54,894千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 36,064千円

為替差損 76,364千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 72,260千円

為替差損 141,013千円

      

      

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,043,952千円

無形固定資産 20,408千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,825,263千円

無形固定資産 23,692千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,868,922千円

無形固定資産 44,140千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    53株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 18,400,000 - - 18,400,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 210 53 - 263 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月23日 
定時株主総会 

普通株式 1,011,988 55 平成18年3月31日 平成18年6月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 827,988 45.00 平成18年9月30日 平成18年11月30日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,334,614千円

取得日から３ヵ月
以内に満期日又は
償還日の到来する
短期投資 
(短期貸付金) 

 

 

1,465,702千円

現金及び 
現金同等物 

2,800,316千円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 220,318千円

取得日から３ヵ月
以内に満期日又は
償還日の到来する
短期投資 

 

 

―千円

現金及び 
現金同等物 

220,318千円

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 599,610千円

取得日から３ヵ月
以内に満期日又は
償還日の到来する
短期投資 

 

 

 

―千円

 

現金及び
現金同等物 

599,610千円



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損 
損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車両及び 
運搬具 23,438 4,558 ― 18,880

工具器具 
及び備品 30,344 3,875 ― 26,468

合計 53,782 8,433 ― 45,348

  

取得 
価額 
相当額
(千円)

減価
償却 
累計額
相当額
(千円)

減損
損失 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車両及び 
運搬具 25,934 9,108 ― 16,826

工具器具 
及び備品 37,514 11,378 ― 26,136

合計 63,449 20,486 ― 42,962

取得
価額 
相当額
(千円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損 
損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額
(千円)

車両及び
運搬具 23,438 6,771 ― 16,667

工具器具
及び備品

37,514 7,626 ― 29,887

合計 60,953 14,397 ― 46,555

 (注)  取得価額相当額の算定

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法によっております。 

 (注)  同左  (注)  取得価額相当額の算定

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 (注)  未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。 

１年内 10,489千円

１年超 34,859千円

合計 45,348千円

リース資産減損 

勘定の残高 
―千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 (注)  同左 

１年内 12,229千円

１年超 30,732千円

合計 42,962千円

リース資産減損

勘定の残高 
―千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

等 

 (注)  未経過リース料期末残高

相当額の算定は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

１年内 11,940千円

１年超 34,615千円

合計 46,555千円

リース資産減損 
勘定の残高 

―千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 3,956千円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

―千円

減価償却費相当額 3,956千円

減損損失 ―千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 6,129千円

リース資産減損
勘定の取崩額 

―千円

減価償却費相当額 6,129千円

減損損失 ―千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 7,711千円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

―千円

減価償却費相当額 7,711千円

減損損失 ―千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末 (平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

当中間会計期間末 (平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

前事業年度末 (平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

区分 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

その他有価証券 
取得原価 
(千円) 

中間貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

  株式 122,557 492,760 370,202 122,557 542,277 419,719 122,557 703,823 581,265

計 122,557 492,760 370,202 122,557 542,277 419,719 122,557 703,823 581,265

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式 272,000 272,000 272,000

(2) その他有価証券  

非上場株式 4,000 4,000 4,000



(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 

272,000千円 

関連会社に対する投資の金額 

272,000千円 

関連会社に対する投資の金額 

272,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

276,975千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

274,185千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

275,003千円 

持分法を適用した場合の投資損益の

金額 

2,174千円 

持分法を適用した場合の投資損益の

金額 

△818千円 

持分法を適用した場合の投資損益の

金額 

202千円 



(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,460円70銭 １株当たり純資産額 1,590円06銭 １株当たり純資産額 1,408円78銭

１株当たり中間純利益 
金額 

187円69銭
１株当たり中間純利益
金額 

241円62銭
１株当たり当期純利益 
金額 

266円41銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株予約権付社債等潜在株式がない

ため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため、

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため、

記載しておりません。 

      

      

１株当たり中間純利益の算定上の

基礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

1,690,118千円 

普通株式に係る中間純利益 

1,690,118千円 

 普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

  該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

9,004,885株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

4,445,710千円 

普通株式に係る中間純利益 

4,445,710千円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

18,399,780株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の当期純利益 

4,849,829千円 

普通株式に係る当期純利益 

4,849,829千円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

18,204,271株 

    

  

当社は、平成１７年１０月１日付で

株式１株につき２株の株式分割を行

っている。前期首に当該株式分割が

行われたと仮定した場合における前

中間会計期間における１株当たり情

報については、以下のとおりであり

ます。 

１株当たり純資産額  1,230円35銭 

１株当たり中間純利益   93円84銭 

 当期の１株当たり当期純利益は、

株式分割が前期首に行われたものと

して計算しております。 

 なお、当社は、平成１７年１０月

１日付で株式１株につき２株の株式

分割を行っている。前期首に当該株

式分割が行われたと仮定した場合の

第８期の各数値はそれぞれ下記のと

おりであります。 

１株当たり純資産額   954円48銭 

１株当たり当期純利益  79円60銭 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、平成17年７月27日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。当該株式分割の内容は下記

のとおりであります。 

１．株式分割の概要 

（１）分割の方法 

平成17年９月30日（金曜日）

最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主

の所有株式数を、１株につき２

株の割合をもって分割します。 

  

  

  

（２）分割により増加する株式数 

 株式分割前の当社発行済株式総数 

                  9,200,000株 

 今回の分割により増加する株式数 

                  9,200,000株 

 株式分割後の当社発行済株式総数 

                 18,400,000株 

２．効力発生日        

平成17年11月18日（金） 

３．配当起算日        

平成17年10月１日（土） 

  

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

  

前中間会計期間 

１株当たり純資産額   900円39銭 

 １株当たり中間純利益  27円66銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益         - 円 - 銭 

当中間会計期間 

 １株当たり純資産額 1,230円35銭 

 １株当たり中間純利益  93円84銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益                 - 円 - 銭 

前事業年度 

１株当たり純資産額  954円48銭 

 １株当たり当期純利益 79円60銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益          - 円 - 銭 

当社は、平成18年7月27日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。当該株式分割の内容は下記

のとおりであります。 

１．株式分割の概要 

（１）分割の方法 

平成18年9月30日（土曜日）（た

だし、当日は株主名簿管理人の

休業日につき、実質上は平成18

年9月29日（金曜日））最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合

をもって分割します。 

（２）分割により増加する株式数 

 株式分割前の当社発行済株式総数 

                 18,400,000株 

 今回の分割により増加する株式数 

                 18,400,000株 

 株式分割後の当社発行済株式総数 

                 36,800,000株 

２．効力発生日        

平成18年10月1日（日） 

３．配当起算日        

平成18年 9月30日（土） 

  

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

  

前中間会計期間 

 １株当たり純資産額   615円17銭 

 １株当たり中間純利益  46円92銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益                 - 円 - 銭 

当中間会計期間 

１株当たり純資産額   795円03銭 

 １株当たり中間純利益 120円81銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益         - 円 - 銭 

前事業年度 

１株当たり純資産額   704円39銭 

 １株当たり当期純利益 133円21銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益         - 円 - 銭 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 



(2) 【その他】 

平成１８年１０月２７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。 

（１） 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・ 827,988千円 

（２） １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45円 

（３） 支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成１８年１１月３０日 

    （注）平成１８年９月３０日（土曜日）（ただし、当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質上は平成１８年９月

２９日（金曜日））最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行い

ました。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度
(第９期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

住友チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友チタニウム株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、住友チ

タニウム株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  

住友チタニウム株式会社
 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る住友チタニウム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間

財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、住友チタニウム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

 
 

平成18年12月8日

取 締 役 会 御中

監査法人 ト ー マ ツ  

指定社員 
  

業務執行社員
 公認会計士  新 免 和 久  ㊞ 

指定社員 
  

業務執行社員
 公認会計士  中 田   明  ㊞ 

  
（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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